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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第116期

第３四半期連結
累計期間

第117期
第３四半期連結
累計期間

第116期

会計期間
自2019年４月１日
至2019年12月31日

自2020年４月１日
至2020年12月31日

自2019年４月１日
至2020年３月31日

売上高 （千円） 4,408,376 2,903,183 5,547,476

経常利益又は経常損失（△） （千円） 25 △318,063 △206,475

親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する四半

期（当期）純損失（△）

（千円） 61,046 △337,782 △144,887

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 43,726 △336,792 △163,203

純資産額 （千円） 4,284,736 3,741,013 4,077,806

総資産額 （千円） 5,576,548 4,670,855 5,107,656

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期（当期）純損失

（△）

（円） 1.09 △6.01 △2.58

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） - - -

自己資本比率 （％） 76.8 80.1 79.8

 

回次
第116期

第３四半期連結
会計期間

第117期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自2019年10月１日
至2019年12月31日

自2020年10月１日
至2020年12月31日

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期純損失（△）
（円） 0.21 △1.01

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第116期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

４．第116期及び第117期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益について

は、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、今般の新型コロナウイルス感染症の流行拡大は、世界的な規模で経済活動に影響を及ぼしております。当該

影響により、被害の発生地域では消費の低迷による売上等の減少や、当社社員に感染者が発生した場合には一部事業

の停止など、円滑な事業推進を行うことが困難となり、当社グループの業績及び事業展開に影響を与える可能性があ

ります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間（2020年4月１日～2020年12月31日）における世界経済は、新型コロナウイルス感染症

による生産活動・消費行動停滞の影響を受けました。各国で導入されていた新型コロナウイルス感染症拡大対策の

移動制限等が緩和されたことに伴い、企業活動や経済活動に持ち直しの動きが見られていましたが、直近では欧米

諸国を中心に感染が再拡大していることを受け、一部の国では再度移動制限が導入される等、世界経済は先行き不

透明感が急速に高まっております。

わが国経済におきましても、緊急事態宣言の解除を受け、企業活動や経済活動に持ち直しの動きが見られていま

したが、足元での新型コロナウイルス感染症再拡大への懸念が高まっており、未だ収束の見通しがつかない事から

厳しい状況が続いております。

このような事業環境のもと、当社グループは、EC事業の立ち上げや新規商品の展開、メディアに向けた情報発信

の強化、営業強化による新規取引先の拡大、組織再編による体制強化など、業績回復に向けた取り組みを実施して

おります。またコスト削減や在庫の適正化、人員の適正化などにより損益分岐点の改善を進めているものの、新型

コロナウイルス感染症の拡大により、主要取引先である百貨店や専門店の営業時間短縮や集客の低下、店舗撤退、

催事販売会の中止などが続いたこともあり、大幅な売上減少となりました。

以上の結果、売上高29億３百万円（前年同四半期比34.1％減）、営業損失は３億13百万円（前年同四半期は営業

利益０百万円）、経常損失は３億18百万円（前年同四半期は経常利益０百万円）、また、雇用調整助成金等を「助

成金収入」として特別利益へ、コロナウイルス感染症の影響により発生した固定費（人件費等）を「感染症関連損

失」として特別損失に計上したことにより、親会社株主に帰属する四半期純損失は３億37百万円（前年同四半期は

親会社株主に帰属する四半期純利益61百万円）と減収減益となりました。

 

　セグメントの経営成績は次のとおりであります。

（和装事業）

和装事業は、新商品の販売や取引先拡大への営業強化、組織を横断した商品の展開などを進めた事で業績の回復

は見られたものの、新型コロナウイルスの感染拡大の影響に伴い、主要取引先である百貨店や専門店の営業時間短

縮・臨時休業や催事販売会などの中止の影響を受け大幅な売上減少となりました。連結子会社（株）吉利において

も主要取引先の売上減少が影響し、売上が大幅に減少しました。この結果、売上高５億25百万円（前年同四半期比

42.9％減）、営業損失は95百万円（前年同四半期は営業損失19百万円）となりました。

 

（寝装事業）

寝装事業は、ギフト販売部で東北地区における新規得意先の拡大及び調達先の開拓を推進したことにより受注が

増加となりました。ソフラン販売部に関しては、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、量販店・専門店取引にお

いて営業時間短縮の影響や消費者の購買チャネルが店頭からネット通販へ移行したことにより、マットレス・寝装

品の売上は減少しましたが、粗利率の改善、販管費の削減を進めました。その結果、売上高３億64百万円（前年同

四半期比13.1％減）、営業利益は21百万円（前年同四半期比12.4％減）となりました。

 

（洋装事業）

洋装事業は、アパレル販売部においてBtoB及びBtoC向けのEC展開を始め、マスクなどの新商品の展開、新規取引

先の拡大など、業績回復に向けた取り組みを強化しましたが、新型コロナウイルスの感染拡大が続き主要取引先で

ある婦人専門店からの受注減、百貨店の催事が縮小や中止により売上減少となりました。また、九州を拠点とする

丸福販売部は、婦人洋品事業は熊本における集中豪雨や九州を中心とした台風の影響、新型コロナウイルスの感染

拡大が続き主要取引先である百貨店の催事が縮小や中止により売上減少となりました。馬里邑販売部は、事業撤退

決定後、馬里邑バザールの開催や店舗でのセールによる在庫の販売を促進していることにより、当第３四半期連結

会計期間での売上は順調に推移しましたが、在庫処分による粗利低下の影響を受け大幅な営業赤字となりました。
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この結果、洋装事業全体では売上高11億75百万円（前年同四半期比30.7％減）、営業損失は95百万円（前年同四半

期は営業利益79百万円）となりました。

 

（意匠撚糸事業）

意匠撚糸事業は、営業強化による新規取引先の拡大、組織再編による体制強化など、経費の大幅な削減や在庫の

適正化を遂行しましたが、国内においての新型コロナウイルスの感染拡大により、主要取引先の店舗縮小なども影

響し大幅な受注の減少となりました。海外事業の堀田上海においては、中国での新型コロナウイルスの感染収束に

より中国国内向けの販売受注は増加しましたが、一方で日本向けの受注が大幅に減少しました。イエリ販売部にお

けるOEM事業においては、展示会開催やリモートでの商談を実施することで商談回数は増加しましたが、主要国内ア

パレル各社からの大幅な受注減が続き、売上減少となりました。この結果、売上高８億37百万円（前年同四半期比

39.0％減）、営業損失は３百万円（前年同四半期は営業利益86百万円）となりました。

 

（2）財務状態の状況

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における流動資産は44億30百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億22百万円減

少いたしました。これは主に商品及び製品が２億32百万円、現金及び預金が１億43百万円減少したことによるもの

であります。固定資産は２億40百万円となり、前連結会計年度末に比べ13百万円減少いたしました。これは主に無

形資産が６百万円減少したことによるものであります。

　この結果、総資産は46億70百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億36百万円減少いたしました。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における流動負債は８億96百万円となり、前連結会計年度末に比べ88百万円減少い

たしました。これは主に支払手形及び買掛金が72百万円、賞与引当金が20百万円減少したことによるものでありま

す。固定負債は33百万円となり、前連結会計年度末に比べ11百万円減少いたしました。これは主に資産除去債務が

11百万円減少したことによるものであります。

　この結果、負債合計は９億29百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億円減少いたしました。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は37億41百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億36百万円

減少いたしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純損失計上による利益剰余金３億37百万円の減少によ

るものであります。

　この結果、自己資本比率は80.1％（前連結会計年度末は79.8％）となりました。

 

（3）経営方針・経営戦略等

　当社グループは、当第３四半期連結累計期間において新経営体制に移行したことに伴い、経営方針・経営戦略等

の見直しを行っております。

　当社は、1894年の創業以来、常に繊維をフィールドに時代の変化に応じて事業領域を拡大し、意匠撚糸の製造卸

から、婦人服、呉服、寝装品等を取り扱う繊維の専門卸売商社として発展してまいりました。創業159年を迎えた

本年、2020年2月以降に発生した新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい事業環境に直面しておりますが、

この難局を乗り切り持続的成長を実現するため新たな経営体制に移行しております。また、当社グループ内の様々

な事業部門、部署間における相乗効果を発揮するために事業部の統廃合を実施し、成長戦略推進のための基盤づく

りを進めております。

　この新体制の下、当社グループの持続的成長に向けて『成長への土台を構築する』を方針として①成長分野への

経営資源の集中、②新たな収益源の創出、③不採算事業の撤退などの構造改革を実行いたします。
 

①成長分野への経営資源の集中

　当社グループの競争力強化と持続的成長のため、当社グループの収益を牽引してきたコア事業である意匠撚糸事

業および高収益部門への経営資源の集中を加速させてまいります。具体的には、新規の糸・素材の企画開発および

グローバル展開による販売機会の拡大加速、堀田（上海）貿易有限公司を拠点とし、中国を中心としたアジアなど

海外での販売拡大を行ってまいります。また、東北地区を中心に展開してきたギフト事業の拡大、当社が培ってき

たＢｔｏＢ営業の強みを活かした新規取引先の拡大により、高い収益性を確保できる経営基盤の強化を図ってまい

ります。

②新たな収益源の創出

　当社グループの収益機会の最大化のため、当社の商品力を活かした新規事業への取組みを強化し、新たな収益源

の創出を進めてまいります。具体的には、ＥＣ事業の立上げによるＢｔｏCビジネスの構築・強化、意匠撚糸の特

性を応用したインテリア雑貨および和装事業における着物や帯などの生地を活用した生活雑貨などの新商品の開

発、和装小物ブランドの強化などにより、新たな販売機会の獲得を推進してまいります。またRIZAPグループ各社

との取引拡大によるグループ横断的なシナジーも実現してまいります。同時にコストの削減及び人員の適正化を進

め収益の拡大を目指します。
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③不採算事業の撤退

　当社グループの収益基盤の改善のため、短期的な収益改善が難しい馬里邑ブランドを扱う馬里邑事業の撤退を今

期中に完了させ、当社の経営資源を前述の成長事業に集中させ、来期以降の早期黒字化を目指してまいります。

 

（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当社グループは、当第３四半期連結累計期間において新経営体制に移行したことに伴い、優先的に対処すべき事

業上及び財務上の課題の見直しを行っております。

　当社グループの対処すべき課題といたしましては、抜本的な構造改革を遂行し、成長に向けての土台作りを実現

するとともに、成長戦略の構築と基盤作り及び体質強化を実現いたします。その上で成長路線への転換をはかるこ

とと考えております。

継続的・安定的に利益を創造する体制の構築としては、

① 構造改革の実施：「成長分野への経営資源の集中」「新たな収入源の創出」「不採算事業の撤退」

② 体制の再構築による事業部の強化と相乗効果を実現いたします。

③ 持続的成長のための、事業領域の拡大及び事業ポートフォリオの再編の経営戦略を実行し、経営基盤の更なる

安定をはかります。

 

（5）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

（7）生産、受注及び販売の実績

　当第３四半期連結累計期間における販売実績は、新型コロナウイルス感染症の影響により、「（1）経営成績の

状況」に記載のとおり、著しく減少しております。

 

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2020年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2021年２月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 59,640,348 59,640,348
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 59,640,348 59,640,348 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増
減額(千円)

資本準備金残
高(千円)

2020年10月１日～

2020年12月31日
－ 59,640,348 － 2,937,570 － 1,085,689

 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2020年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

    2020年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,396,000 －

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 56,211,400 562,114 同上

単元未満株式 普通株式 32,948 － －

発行済株式総数  59,640,348 － －

総株主の議決権  － 562,114 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 1,500株（議決権の数 15個）含まれ

ております。

 

 

②【自己株式等】

    2020年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

堀田丸正株式会社

東京都中央区日本

橋室町４丁目１番

11号

3,396,000 - 3,396,000 5.69

計 － 3,396,000 - 3,396,000 5.69

（注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が350株（議決権の数

３個）あります。なお、当該株式数は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に300株、

「単元未満株式」の欄に50株含まれております。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から2020

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、双葉監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,350,477 2,207,223

受取手形及び売掛金 942,683 ※ 928,168

電子記録債権 178,569 ※ 168,428

商品及び製品 1,292,754 1,060,272

仕掛品 8,525 8,070

原材料及び貯蔵品 35,417 31,720

その他 80,815 45,948

貸倒引当金 △36,151 △19,586

流動資産合計 4,853,092 4,430,245

固定資産   

有形固定資産 105,748 100,216

無形固定資産 29,157 23,122

投資その他の資産   

その他 153,500 149,975

貸倒引当金 △33,842 △32,704

投資その他の資産合計 119,657 117,271

固定資産合計 254,563 240,609

資産合計 5,107,656 4,670,855

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 558,781 ※ 486,566

電子記録債務 214,184 ※ 227,965

未払法人税等 23,337 9,161

賞与引当金 25,200 4,910

返品調整引当金 26,790 23,285

資産除去債務 - 11,500

その他 136,397 132,716

流動負債合計 984,692 896,105

固定負債   

資産除去債務 11,500 -

その他 33,657 33,737

固定負債合計 45,157 33,737

負債合計 1,029,850 929,842

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,937,570 2,937,570

資本剰余金 1,236,152 1,236,152

利益剰余金 287,405 △50,376

自己株式 △389,586 △389,587

株主資本合計 4,071,541 3,733,758

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,157 9,078

為替換算調整勘定 106 △1,824

その他の包括利益累計額合計 6,264 7,254

純資産合計 4,077,806 3,741,013

負債純資産合計 5,107,656 4,670,855
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

売上高 4,408,376 2,903,183

売上原価 2,989,877 2,082,773

売上総利益 1,418,498 820,410

販売費及び一般管理費 1,418,292 1,134,363

営業利益又は営業損失（△） 205 △313,953

営業外収益   

受取利息 449 195

受取配当金 1,290 1,187

為替差益 2,630 -

還付金収入 - 1,820

その他 2,174 1,519

営業外収益合計 6,544 4,723

営業外費用   

支払利息 1,073 103

為替差損 - 3,535

株主優待関連費用 5,000 5,012

その他 651 181

営業外費用合計 6,725 8,833

経常利益又は経常損失（△） 25 △318,063

特別利益   

協同組合清算益 73,387 -

助成金収入 - ※１ 23,278

特別利益合計 73,387 23,278

特別損失   

感染症関連損失 - ※２ 36,082

特別損失合計 - 36,082

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
73,412 △330,867

法人税、住民税及び事業税 12,365 6,915

法人税等合計 12,365 6,915

四半期純利益又は四半期純損失（△） 61,046 △337,782

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
61,046 △337,782
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 61,046 △337,782

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △4,185 2,920

為替換算調整勘定 △13,134 △1,930

その他の包括利益合計 △17,319 989

四半期包括利益 43,726 △336,792

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 43,726 △336,792
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【注記事項】

（追加情報）

　当社グループでは、新型コロナウイルス感染症の影響に関して、前連結会計年度末時点の仮定に重要な変更を行ってお

りません。

　なお、現在入手可能な情報に基づいて会計上の見積り、判断を行っておりますが、新型コロナウイルス感染症拡大の状

況や影響については不確実要素が多いため、その状況によっては今後の当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

　なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形、電子記録債

権及び電子記録債務が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2020年12月31日）

受取手形 －千円 10,184千円

電子記録債権 － 2,903

支払手形 － 21,152

電子記録債務 － 32,483

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※1.助成金収入

　当第３四半期連結累計期間（自　2020年4月１日　至　2020年12月31日）

　新型コロナウィルス感染症の影響に伴う特別措置の適用を受けた雇用調整助成金を「助成金収入」として「特別利

益」に計上しております。

 

※2.感染症関連損失

　当第３四半期連結累計期間（自　2020年4月１日　至　2020年12月31日）

　新型コロナウィルス感染症の影響により発生した固定費（休業中の人件費等）を「感染症関連損失」として「特別

損失」に計上しております。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

減価償却費 15,184千円 13,835千円

 

（注）のれんの償却額はありません。
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2019年４月１日　至2019年12月31日）

　１. 配当金支払額

　該当事項はありません。

 

　２. 株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年12月31日）

　１. 配当金支払額

　該当事項はありません。

 

　２. 株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年12月31日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２ 和装事業 寝装事業 洋装事業 意匠撚糸事業 計

売上高        

(1）外部顧客に対

する売上高
919,249 419,784 1,695,895 1,373,446 4,408,376 - 4,408,376

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

- - 3,370 - 3,370 △3,370 -

計 919,249 419,784 1,699,265 1,373,446 4,411,746 △3,370 4,408,376

セグメント利益

（又はセグメント

損失（△））

△19,926 24,430 79,889 86,529 170,922 △170,716 205

（注）１．セグメント利益の調整額△170,716千円には、セグメント間取引消去24,972千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△195,688円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理部

門経費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２ 和装事業 寝装事業 洋装事業 意匠撚糸事業 計

売上高        

(1）外部顧客に対

する売上高
525,122 364,930 1,175,869 837,261 2,903,183 - 2,903,183

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

- - - - - - -

計 525,122 364,930 1,175,869 837,261 2,903,183 - 2,903,183

セグメント利益

（又はセグメント

損失（△））

△95,470 21,393 △95,993 △3,289 △173,359 △140,593 △313,953

（注）１．セグメント利益の調整額△140,593千円には、セグメント間取引消去16,286千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△156,879円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理部

門経費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損

失（△）
1円09銭 △6円01銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株

主に帰属する四半期純損失（△）（千円）
61,046 △337,782

　普通株主に帰属しない金額（千円） - -

　普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（千円）

61,046 △337,782

　普通株式の期中平均株式数（千株） 56,244 56,244

（注）１.前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

２.当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2021年２月12日

堀田丸正株式会社

取締役会　御中

 

双葉監査法人

　東京都新宿区
 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 　平塚　俊充　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 　岩野　裕司　　印

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている堀田丸正株式会

社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から2020年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、堀田丸正株式会社及び連結子会社の2020年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・　　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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